
№ 1

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
滝沢市行政基本条例施
行（平成27年4月1日）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：％）

計画値 38.0 40.0 43.0 45.0

実績値

単年度

累計

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 滝沢市の行政サービスは良いと感じている人の割合

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）

④改善するべき課題

　行政基本条例は、市民の信頼と負託にこたえ、市民主体による自治を基本とする行政運営
を確立することを目的としています。市民主体の地域づくりを進めるため、その基盤整備を担う
行政は、経営に関する確固たる理念を掲げ、これまで以上に堅実で透明性の高い活動を行う
必要があります。

⑤取組の概要

①行政基本条例の全庁周知
②新採用職員への個別周知の継続実施
③全職員で取り組める「市の経営に関する理念」の共有活動
④個別条例、例規等に基づく仕組みの整理

⑥期待する効果（取
組後の姿）

全職員に行政基本条例の趣旨と「経営理念」等が浸透し、「行動指針」に基づく主体的な行動
や判断ができる状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（８）年齢・性別に捉われず、誰もが参加しやすい地域

①取組名称 行政基本条例の推進

②担当部署 企画政策課

③現状

　平成２７年４月に滝沢市行政基本条例が施行されました。この条例は、行政運営の基本原
則、経営理念、職員のコンプライアンス等を定めたものです。
　既に、滝沢市自治基本条例、滝沢市議会基本条例が施行されており、本条例と今後策定さ
れる（仮称）コミュニティ条例の４条例が基礎となり、本市のトータルコミュニティマネジメントの取
組が進むことが期待されます。

行政基本条例の全庁周知、「市の経営に関する理念」の共有活動、個別条例・例規の整理 

行政基本条例の検証実施、新採用職員への周知活動 



№ 2

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：％）

計画値 15.0 20.0 25.0 30.0

実績値

単年度

累計

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 総合計画を知っている人の割合

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）

④改善するべき課題

　総合計画が、滝沢市の地域づくりに欠かせない基本書であることを多くの市民に知っていた
だくため、従来の周知方法である市の広報又はホームページ以外での周知活動に取り組む必
要があります。また、総合計画が自治基本条例に基づいて展開される計画であることから、自
治基本条例と一体となった周知が求められます。

⑤取組の概要
①総合計画の認知度向上のための取組
②市民による地域づくりの基本書として総合計画の活用を促すための活動

⑥期待する効果（取
組後の姿）

総合計画を市民が共有することで、地域の連帯感が深まり、地域づくりに関わる活動に取り組
む市民が増えている状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（８）年齢・性別に捉われず、誰もが参加しやすい地域

①取組名称 総合計画の周知と活用

②担当部署 企画政策課

③現状

　市民が策定から関与し、制定された「滝沢市自治基本条例」に掲げる滝沢市の将来像を実
現するためには、市民が自治基本条例及び総合計画を理解し、行動することが求められてい
ます。しかし、平成26年10月実施の「幸福と暮らしに関する市民アンケート」において、総合計
画の認知度が13.5％という極めて低い値を示しています。

たきざわ幸せ未来計画フォーラムの開催（各年代を対象とした作文コンクール等の事業実施） 

総合計画をテーマとしたプレゼンテーション等の提案募集 
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：％）

計画値 30 50 70 90

実績値

単年度

累計

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 政策・施策目標値（暮らしやすさ指標）達成率

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）

④改善するべき課題
　市長方針等に基づく事業実施から各方針評価までのサイクルは適正に運用されているもの
の、その評価が、翌年度の予算編成や方針策定の改善に結びついていません。

⑤取組の概要
①市長方針の評価を実施（規則第１１条第１項第１号）
②方針展開及び実行計画策定時期等の改善（出納整理後の速やかな評価の実施）
③当該年度の評価と次年度の方針展開を併せて行うことで、評価を改善につなげる

⑥期待する効果（取
組後の姿）

毎年度の方針策定、評価の改善のサイクルが機能的に循環する仕組みとなることにより、職員
全員が総合計画の着実な展開を図っている状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（８）年齢・性別に捉われず、誰もが参加しやすい地域

①取組名称 方針展開・評価の適正実施

②担当部署 企画政策課

③現状

　滝沢市事務事業実施に関する基本原則を定める規則に基づき、総合計画基本構想の実現
に向けた、次年度の事業展開の基礎となる市長方針並びに市長方針に基づく政策及び施策
方針等を毎年度策定し、事務事業実施の指針としています。また、出納整理後、方針に基づく
事業展開の評価を実施し、事業の実施の改善や、翌年度の予算編成及び方針策定の参考と
しています。

 方針展開評価の実施 

 方針評価実施後、速やかな次年度の方針展開の開始 



№ 4

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

・連携中枢都市圏に係る
協約の協議・締結

・盛岡市が策定する連携
中枢都市圏ビジョンへの
働きかけ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：万円）

計画値 0 700 700 700

実績値

単年度

累計

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 国による財政措置見込み額

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）

④改善するべき課題
　ＩＣＴの拠点をめざすため、国の財源を効果的に投入するための協定締結に取り組むととも
に、財源を活かした環境づくりのグランドデザインを描く必要があります。

⑤取組の概要
①盛岡市都市の連携協定の検討
②協定締結後、ＩＣＴの集積を図るための財源確保に向けた事業計画策定支援

⑥期待する効果（取
組後の姿）

連携拠点都市構想のＩＣＴ部門において、滝沢市への明確な財源投入につながる協定を締結
し、更には財源を活かした環境整備を進めている状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（６）地域資源を活かし、産業を育成し、誰もが働きやすい地域

①取組名称 広域連携の在り方検討

②担当部署 企画政策課・企業振興課

③現状

　盛岡市を中心とする連携中枢都市圏についての取組が平成２６年度から進められています。
地方の人口減少を食い止め、若者が集まり、働く場を創るためにも、全国への発信力を備え、
学園都市としての地の利を活かした取組が求められています。連携拠点都市は、盛岡市との
協定により、全国的な発信力、国からの財政措置、学園都市として若者が定住する環境づくり
の基盤作りに寄与することなどが見込まれることから、主体的な関与が求められます。

連携中枢都市圏ビジョン及び協約に基づいたＩＣＴの集積に 

つながる環境整備の実施 



№ 5

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

①ふるさと納税システム
の導入、謝礼品の選定、
実施

②広告設置可能箇所の
調査、検討

③使用料及び手数料及
び減免制度の見直しの
検討及び決定

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：千円）

計画値 3,000 3,500 4,000 4,500

実績値

単年度

累計

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 初年度300万円をベースに毎年度50万円ずつ増収

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）

④改善するべき課題

　国税による地方交付税の総額確保が難しい状況であり、全体的には縮小に向かうことが予
想されることから、自主財源の拡大に取り組むことが、喫緊に求められるものです。市税以外の
自主財源に着目した歳入拡大の検討、微増ながら人口増を続けている本市の状況にあった
使用料及び手数料の見直しを進める必要があります。

⑤取組の概要
①効果的な周知方法によるふるさと納税の拡大
②広告収入の拡大（庁舎内及び市施設内広告設置、企業広告封筒の活用）
③使用料及び手数料の見直し

⑥期待する効果（取
組後の姿）

住民自治を支えるための財政基盤を強化するため、継続的かつ安定的な歳入が確保されて
いる状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（８）年齢・性別に捉われず、誰もが参加しやすい地域

①取組名称 自主財源の拡大

②担当部署 財務課、企画政策課

③現状

　世界経済の低迷、東日本大震災への対応、社会保障と税の一体改革、消費税率改正など
の外的要因の中で、市制施行に対応しながらも堅実な財政運営を進めてきました。
　平成２５年度の滝沢市の歳入は、自主財源が約４割、依存財源が約６割となっています。ま
た、自主財源のうちの市税と依存財源のうちの地方交付税を合わせても歳入全体の５割に満
たない（４７．９％）状況です。

ふるさと納税制度の推進 

適  用 

設置可能場所での実施 
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：回）

計画値 3 3 3 3

実績値

単年度

累計

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 滝沢市収納対策部会の開催

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）

④改善するべき課題
　各課等の鋭意努力により収納率は向上しておりますが、さらなる収納率の向上のためには、
各課等間の連携が欠かせません。収納対策部会により各課等間の情報共有及び収納率向上
対策の検討等を持続的に行っていく必要があります。

⑤取組の概要 収納対策部会による各課等間の持続的な連携

⑥期待する効果（取
組後の姿）

住民自治を支える市民意識の醸成と納付行動が一体となって向上している状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（８）年齢・性別に捉われず、誰もが参加しやすい地域

①取組名称 市税等収納対策の強化

②担当部署
財務課、児童福祉課、高齢者支援課、保険年金課、下水道課、税務課、収納課、学校給食セ
ンター、企画総務課、会計課

③現状

　現年度優先の収納対策及び徹底した調査に基づく滞納処分の実施等により、一般税及び
国民健康保険税の市税全体の収納率は上昇しています。また後期高齢者医療保険料、介護
保険料、保育所保育料、学校給食費及び下水道使用料等も各課等による効果的な収納対策
の実施により収納率は向上しています。さらに、平成２７年度から市税等のコンビニエンススト
ア収納が開始するなど、納税しやすい環境の整備も進んでいます。

収納対策部会の定期的な開催 

（出納整理期間中［4月頃］、出納整理期間後［6月～7月］、年末［12月頃］、他必要な都度） 
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

公共施設等総合管理計
画策定準備

公共施設等総合管理計
画策定

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：施設数）

計画値 0 0 5 5

実績値

単年度

累計

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 公共施設等総合管理計画に基づく改修・保全・長寿命化工事実施施設数

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）

④改善するべき課題

　平成２５年度に箱物施設を対象とした「滝沢市公共施設最適化計画」を策定し、長期的な修
繕計画を明確にしましたが、その後、総務省から、箱物施設だけでなくインフラ施設も含めた
「公共施設等総合管理計画」の策定が要請されたため、長期的な視点による更新・統廃合・長
寿命化等に関する計画を平成２８年度までに策定する必要があります。また、計画策定後に実
際に改修・更新等に要する財源の確保が最大の課題となります。

⑤取組の概要
①公共施設等総合管理計画の策定
②固定資産台帳の整備
③公共施設等総合管理計画を実行するための財源の確保

⑥期待する効果（取
組後の姿）

公共施設等の長寿命化と計画的な整備により、市民が活動できる公の場や生活する上での安
全・安心が確保されている状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（８）年齢・性別に捉われず、誰もが参加しやすい地域

①取組名称 ファシリティマネジメントの推進

②担当部署 財務課、道路課、下水道課、水道整備課

③現状

　平成２４年度に公共施設の性質別・整備年別の集計や将来の更新費用の推計などの現状
分析を実施した結果、昭和５０年代の人口増加に合わせて整備した施設の改修や更新が今
後必要となり、ランニングコストと合わせてこれらの経費が市財政を圧迫する大きな要因となっ
てくることが明らかになりました。
　道路、橋梁、上下水道などのインフラ施設についても同様の状況であり、市民の安全・安心
確保のため対策が急務となっています。

公共施設等総合管理計画に基づく 

改修・保全・長寿命化等の実施 
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：施設数）

計画値 1 1 1 1

実績値

単年度

累計

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 長寿命化改修施設

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）

④改善するべき課題

　市民が運動やスポーツに親しんだり、郷土の理解を深めるための地域活動を行ったりするた
めの場所や設備の充実に関するニーズが高まっていますが、施設の老朽化が進んでいること
などから、長寿命化を図り、計画的な整備を行う必要があります。
　また、指定管理者の適切な指定を行い、指定管理者の自主事業の拡大を支援する必要が
あります。

⑤取組の概要
①施設の長寿命化等への対応（ファシリティマネジメントの推進）
②広域的な施設利用に関するルールづくり
③指定管理者の適正化

⑥期待する効果（取
組後の姿）

スポーツや芸術文化に親しむなど、生涯学習への関心が高まり、身近なところで活動できる機
会が整っている状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（５）学校・家庭・地域の連携により教育環境が充実し、誰もが生涯にわたって学べる地域

①取組名称 教育関連施設の在り方検討

②担当部署 スポーツ推進課、生涯学習文化課

③現状

　本市の公共施設の面積の内訳をみると、学校施設が約６割と最も多く、次いで体育施設が約
１割を超えるものとなっています。他の公共施設と同様に、施設の老朽化に伴う維持管理費は
増加の一途にあります。
　体育施設や文化施設は、指定管理者による管理運営であり、稼働率も高く有効に活用され
ています。

①総合公園体育館

改修工事の実施 

②市内公共施設全体の施設利用に関するルールづくりの検討・方針の決定 

③指定管理者の

選定 

③次期指定管理者

選定に向けた現協

定の見直し 
③指定管理者による施設の管理運営 

①公共施設等総合

管理計画策定 
①公共施設等総合管理計画に基づく 

改修・保全・長寿命化の実施 
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
使用料改定（平成27年6
月1日）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：万円）

計画値 1,900 1,800 1,700

実績値

単年度

累計

①取組名称 福祉施設の在り方検討

②担当部署 高齢者支援課

③現状

　相の沢温泉「お山の湯」は市民の健康保持増進を図るための福祉目的で設置され、最盛期
には年間１２万人以上の利用がありましたが、この５年間の利用者は年間７万人～８万人で、
年々減少傾向にあります。「お山の湯」の周辺には、類似の温泉入浴施設が多数あり、より新し
い施設に利用者が流れていることが原因のひとつと考えられます。

④改善するべき課題
　「お山の湯」の源泉ポンプの異常、故障等が数年おきに発生しており、また、老朽化に伴う修
繕費等と合わせ、施設の維持管理費は増大しています。
　利用者数の減と収支のバランスを考慮した施設の抜本的な見直しが必要です。

⑤取組の概要
①「お山の湯」の利用料の見直し
②「お山の湯」の機能転換、存続・廃止等に関する検討
③岩手山・鞍掛山エリアの活用計画の検討

⑥期待する効果（取
組後の姿）

本市の自然景観を活かし、多くの人が健康と生きがいを感じられるような機会が保たれている
状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（３）保健・福祉・医療が充実し、誰もが安心して暮らせる地域

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 指定管理料

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）

施設検討プロジェクト

チーム会議 

サウンディング調査 
方針決定 方針に基づいた 

手続開始 
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
4月1日　広域処理の一
部組合設立準備室設立

4月1日　広域処理の一
部準備組合設立

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：千円）

計画値 6,474 6,474 6,474 6,474

実績値

単年度

累計

①取組名称 ごみ処理等広域化検討

②担当部署 環境課　(滝沢・雫石環境組合、盛岡地区衛生処理組合)

③現状

　滝沢市内のごみは滝沢・雫石環境組合で、し尿は盛岡地区衛生処理組合で処理を行って
います。集約化による処理の効率化、経費の削減、環境負荷の低減等などの様々な効果を得
るため、広域での処理の実現を目指し、平成２３年１月に「県央ブロックごみ・し尿処理広域化
推進協議会」を設置し、協議及び検討を重ねてきました。そして、平成２７年１月２２日には、
「県央ブロックごみ・し尿処理広域化基本構想」が承認されています。

④改善するべき課題

　１人当たりのごみの排出量は減少傾向にありますが、本市の人口は微増を続けており、ごみ
の全体量と処理に係る経費は増加傾向にあります。既存の処理施設の長寿命化や環境負荷
への影響を考慮し、また、処理の広域化のメリットである経費削減効果を最大限に得るために
も、ごみ減量意識を更に浸透させ、環境負荷の低減や3Ｒを推進し、循環型社会の形成を目
指す必要があります。

⑤取組の概要

①広域処理の一部事務組合設立準備室から、実質広域化に関する新組織（一部事務組合）
　の設立
②県央ブロック広域化協議会における循環型社会推進地域計画、ごみ処理基本計画の策定
　及び構成市町の合意形成

⑥期待する効果（取
組後の姿）

①ごみ処理焼却施設の集約化により、建設、運営等コストが大幅に削減される

②CO2の排出や有害物質類が抑制でき、環境負荷が軽減される
③耐震化、浸水対策の推進によるシステムの強靭化が図られる

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（４）地域の防災・防犯対策が充実し、誰もが快適な生活を実感し、安全・安心に暮らせる地域

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 県央ブロックごみ・し尿処理広域化推進協議会負担金

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）

・循環型社会推進地域計画策定準備 

・ごみ処理基本計画策定準備 

構成市町の

合意形成 

・ごみ焼却施設設置場所の検討 

・ごみ焼却施設機種等の検討 
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

　

外部委託（民間委託）業
務の検討

検討結果による業務委
託導入作業

業務委託の最適化

水道料金見直し作業

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：　％）

計画値 1.9 1.9 1.0 1.0

実績値

単年度

累計

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 経営資本営業利益率

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）

④改善するべき課題

　水道は市民生活に欠かすことのできないライフラインであり、災害時等への対応を含め、常
に安全な水道水の安定供給が求められています。
　他のインフラ施設と同様に老朽化が進んでおり、計画的な整備を進めるためにも持続可能で
自立した経営基盤を確立する必要があります。

⑤取組の概要

①滝沢市水道ビジョンの推進
②水道料金の見直し
③水道事業と簡易水道事業の経営統合
④外部委託（民間委託）業務の検討

⑥期待する効果（取
組後の姿）

事業収益が増加し、設備等の計画的な整備と安定的な経営が行われている状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（１）岩手山を背景とした景観を守り、恵まれた自然と調和した地域

①取組名称 公営企業の経営の健全化①（水道事業）

②担当部署 水道経営課、簡易水道室

③現状
　水道事業は昭和４８年４月の事業開始以来、地方公営企業法及び水道事業に関する経営
計画に基づき、経営の健全化に努めています。
　人口減少や水道設備の機能向上などにより、水需要が減少の傾向にあります。

水道ビジョンに基づく事業展開 

簡易水道事業の統合 

水道ビジョン策定 
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：百万円）

計画値 4 16 52 56

実績値

単年度

累計

①取組名称 公営企業の経営の健全化②（下水道事業）

②担当部署 下水道課

③現状
　事業の経営状況を明確にし、経営健全化対策を講じるため、平成２７年４月に下水道事業の
公営企業化を実施しました。
　公共下水道の整備率は、全体計画に対し約３３％に留まっています。

④改善するべき課題

　下水道整備は多額の費用を要し、下水道事業の財政基盤の確立には、供用後の確実な使
用料の回収や徹底したコスト縮減が求められています。市民へ下水道事業の経営実態につい
て情報提供し、下水道管への接続率の向上や不明水対策等に取り組み、経営の健全化に努
める必要があります。

⑤取組の概要
①下水道中期経営計画の推進
②下水道使用料の見直し
③効率的な汚水処理施設の整備（市民への利用促進）

⑥期待する効果（取
組後の姿）

事業収益が増加し、設備等の計画的な整備と安定的な経営が行われている状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（１）岩手山を背景とした景観を守り、恵まれた自然と調和した地域

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 経営基盤強化への取組による効果の見込額

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）

不明水対策 

組織改革の効果 

使用料算定の実施 
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：件）

計画値 2 3 4 5

実績値

単年度

累計

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 ６次産業化による商品開発等の取組件数

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）

④改善するべき課題

　平成２２年度国勢調査による産業分類の構成比は、第一次産業5.1％、第二次産業21.4％、
第三次産業73.3％で、農業従事者の高齢化や担い手の不足が顕著となっています。
　産学官連携及び農商工連携により、更に付加価値の高い産品と雇用の場の創出が求めら
れています。

⑤取組の概要
①異業種間ネットワークの構築
②ＩＣＴ技術の活用による農業の可視化（産直施設の機能向上、人材育成など）
③６次産業化の推進機関（第３セクター等）の設立研究

⑥期待する効果（取
組後の姿）

良好な農地と充実した産学官連携拠点の立地の利を活かした新しい産業が、安定的に育成さ
れている状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（６）地域資源を活かし、産業を育成し、誰もが働きやすい地域

①取組名称 ６次産業化に関する研究

②担当部署 農林課、商工観光課

③現状

　前総合計画期間内に農産物のブランド化の推進に取り組んだ結果、りんご、スイカ、さつまい
もなどについて一定の成果が表れています。
　食の工業化やグローバル化が広がる中、安全・安心な農産物や地産地消に関する市民ニー
ズは高く、産直施設などが各地に設置されています。

 ６次産業化に係る人材育成・商品開発セミナーの開催（年３回程度） 

 市内ＩＴ企業と連携した農業支援システムの構築検討 

 ６次産業化の推進機関設立の研究、検討 
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：％）

計画値 47.0 48.0 49.0 50.0

実績値

単年度

累計

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 普段の生活に必要な情報が伝わっていると感じている人の割合

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）

④改善するべき課題
　広報紙では、より多くの市民に読んでもらえる紙面づくりの研究と工夫が必要です。市公式
ホームページでは、日々新鮮な情報発信と見やすさが重視されます。
　そのほかの手段でも情報発信を拡充する必要があります。

⑤取組の概要

①広報紙の読みやすい紙面づくりの研究と工夫
②市公式ホームページでの日々新鮮な情報発信
③多様な手段の組み合わせで市政情報や地域情報の積極的な発信（フェイスブック、公式ア
プリ、防災行政無線、岩手モバイルメール、定例記者会見、コミュニティＦＭの活用など）

⑥期待する効果（取
組後の姿）

市民と情報を共有することで信頼関係が築かれている状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（２）みんなで考え、話し合い、共に行動し、絆で結ばれた地域

①取組名称 市政情報の発信の在り方検討

②担当部署 企画政策課

③現状

　月２回発行の広報紙と、日々更新が可能な市公式ホームページを中心に市政情報を発信し
ています。
　視覚障がい者などハンディを持つ人のために、広報内容の録音テープをボランティア団体に
依頼し、また、点訳広報を岩手県視覚障害者福祉協会に依頼し作成して、それぞれ希望者へ
送付しています。

情報収集と整理⇒多様な組み合わせで情報発信⇒市民との情報共有 （継続して実施） 

視覚障がい者などハンディを持つ人への情報発信⇒情報共有（継続して実施） 
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：人）

計画値 575 600 625 650

実績値

単年度

累計

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 市政懇談会への参加人数

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）

④改善するべき課題
　対話の場に参加する人数が増えていません。特にも市政懇談会は、平成２３年度をピークに
参加人数が減少傾向にあり、幅広い世代の参加者を増やすことが課題となっています。

⑤取組の概要

①広報紙、市公式ホームページ、ＳＮＳなどを利用し、市政懇談会への参加をＰＲ
②各地域のまちづくり協働推進職員と連携した市政懇談会開催の検討
③懇談会開催後の対応状況を各地域にフィードバックするとともに、市公式ホームページにも
情報を掲載するなどして市民と情報を共有する

⑥期待する効果（取
組後の姿）

市民の想いを実現させるため、市民一人一人が市政に関わり、誰もが意見を出せる環境が整
うことによって、市民主体の自治が進展している状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（２）みんなで考え、話し合い、共に行動し、絆で結ばれた地域

①取組名称 市民参加の在り方検討

②担当部署 企画政策課

③現状

　市民の皆さんとの心の通った対話を進めるために、自治会を対象とした市政懇談会を開催
するとともに、市長が直接地域に出向き、明るく元気なまちになるための取組や夢を市長と共
に語り合う「お気軽トーク」によって、協働によるまちづくりの推進を図っています。
　また、市民等の意見及び提言を積極的に市政に反映させるとともに、透明性の高い開かれ
た市政を目指し、パブリックコメントを行っています。

広報紙、市公式ホームページ、ＳＮＳなどを利用し、市政懇談会への参加をＰＲ 

各地域のまちづくり協働推進職員と連携した取組の検討 

懇談会開催後の対応状況を各地域にフィードバック 



№ 16

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：％）

計画値 38.0 40.0 43.0 45.0

実績値

単年度

累計

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 滝沢市の行政サービスは良いと感じている人の割合

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）

④改善するべき課題

　統計調査は、各種政策・施策の企画立案の基礎資料となるものです。政策等の推進に当
たっては、根拠と仮説を持って事業を行うべきものですが、社会情勢の経年変化を継続的か
つ客観的に把握した基幹統計調査等の結果の活用は、これまで十分なものではありませんで
した。

⑤取組の概要

①平成２７年国勢調査の確実かつ効率的な実施
②平成２７年国勢調査結果に基づく市勢統計書の見直し
③各種統計調査の整理と庁内への情報提供
④統計情報のオープンデータ化（二次利用が可能な形での提供）に関する研究

⑥期待する効果（取
組後の姿）

市民や職員が、知りたい統計情報を簡単に検索・取得でき、活用することで、行政の透明性が
高まっている状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（８）年齢・性別に捉われず、誰もが参加しやすい地域

①取組名称 統計情報の活用検討

②担当部署 企画政策課

③現状
　第１次滝沢市総合計画では、地域づくりに関する主要統計データを一覧に整理し、公表して
います。客観的指標として市民も行政も活用できるよう、最新のデータを更新していくこととして
います。

平成２７年 

国勢調査実施 
平成２７年国勢調査結果基づく

市勢統計書の見直し 

各種統計調査の整理と庁内への情報提供 

統計情報のオープンデータ化の研究 



№ 17

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

・プロジェクトチーム等検
討母体の設置

・分かりやすい窓口の検
討

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：％）

計画値 70.0 72.0 74.0 76.0

実績値

単年度

累計

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 窓口での説明がわかりやすく対応が良いと感じている人の割合

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）

④改善するべき課題

　大規模配置転換もあり、未だ目的とする窓口を見つけられない来庁者もいます。また、備品
の更新により、ハード面での整備が進んだにも関わらず、来庁者が複数の手続きを行い際の
移動距離は短縮されていません。
　現在、水曜日に窓口業務の延長が実施されていますが、成果が不明で、来庁者が求めてい
るサービスに対応できているか検証する必要があります。

⑤取組の概要
①プロジェクトチームなどを活用した、１階各課職員による検討の場の設置
②更なる効率的な窓口運用の検討

⑥期待する効果（取
組後の姿）

市民との大きな接点の一つである市役所窓口が、市民にとって利便性が高く、分かりやすくな
ることにより、行政に対する信頼感が向上し、ひいては、市民の主体的な活動展開を後押しす
るなど総合計画が推進されている状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（８）年齢・性別に捉われず、誰もが参加しやすい地域

①取組名称 分かりやすい窓口の推進

②担当部署 企画政策課、財務課、市民課

③現状

　分かりやすい案内表示の作成、プライバシーに配慮したローカウンターの整備、また、キッズ
スペースの設置、ロビーソファーの更新や情報コーナーの設置による混雑感の解消など、平
成２４年度から平成２６年度まで取り組んだ事業の成果により、分かりやすい窓口へと改善が図
られました。一方、大規模な配置転換に伴い、配置の変更に戸惑っている来庁者も見受けら
れます。

検討した改善事項の実施 
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：台）

計画値 40 39 38 37

実績値

単年度

累計

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 共用車数（各年度１台程度削減）

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）

④改善するべき課題
　共用車の使用予約、鍵の管理、使用後の「公用車運行管理簿」記入の徹底など、全職員が
ルールを守るための意識付けが重要です。

⑤取組の概要

①共用車及び保管場所（駐車場所）の管理
②共用車使用に関する基準・ルールの徹底
③一括管理実施による公用車の稼働率、経費削減額等の可視化
④公用車数の削減

⑥期待する効果（取
組後の姿）

市有財産の有効活用を図り、公用車数の減少や経費削減などの効果が継続している状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（１）岩手山を背景とした景観を守り、恵まれた自然と調和した地域

①取組名称 公用車の一括管理

②担当部署 財務課

③現状

　これまで各課等が保有していた公用車約１４０台のうち、使用目的が限られていないもの（三
役用、出先機関配置用、消防車両等以外のもの）を「共用車」（４１台）として財務課で一括管
理していきます。これは、公用車の稼働率を高め、今後の公用車数の減少と維持管理費の削
減を図るため、平成２７年４月から実施を開始しています。

共用車数の削減（毎年度１台程度） 
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：千円）

計画値 △ 450,000 △ 200,000 0 200,000

実績値

単年度

累計

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 各年度における財政調整基金の予算状況（積立額－取崩額）

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）

④改善するべき課題

単年度の予算査定を中心とした歳出削減などの取組だけでは限界がきています。事業実施の
手段、実施主体、民間手法の導入の検討など、あらゆる角度からの見直しが必要です。また、
予算編成の基本である歳入予算からの組み立てが重要と考えられます。更に第１次滝沢市総
合計画前期基本計画の確実な実施のためには、複数年度を見据えた予算編成が必要となっ
てきます。

⑤取組の概要

①市税等の確保の方策
②予算編成方針の徹底
③予算編成過程の透明性の向上（優先順位付けの明確化）
④前期基本計画実行計画との連携
⑤ゼロ予算事業の創出と積極的な実施

⑥期待する効果（取
組後の姿）

安定した財源の確保に努め、持続可能な財政構造を構築し、計画的で健全な財政運営を
行っている状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（８）年齢・性別に捉われず、誰もが参加しやすい地域

①取組名称 予算編成の適正化

②担当部署 財務課、企画政策課

③現状

　事業継続の有無、フルコストの積算、財源の裏付けなどの課題を明確にしないまま、当該年
度の歳出（事務事業）主導の予算編成が常態化しています。「歳入に見合った歳出」が予算編
成が基本ですが、現実的には、財源担保のない事業実施（歳出）も見られます。財源不足を
財政調整基金等で補える範囲である場合には、特定の事業や時期において、これらの手法も
否定はできませんが、現在の財政環境はそれを許すことができない状況となっています。

 財政見通しの精度向上 

財政状況把握 

 市税等の自主財源拡大策の検討 

 予算編成前の事業選別 

 予算編成の見直し、予算編成前のシミュレーション 

予算枠配分の検討・一部実施 予算枠配分の完全実施 
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：％）

計画値 38.0 40.0 43.0 45.0

実績値

単年度

累計

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 滝沢市の行政サービスは良いと感じている人の割合

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）

④改善するべき課題

　企画立案や意思決定の過程を明らかにするためにも会議等の開催は必要ですが、資料の
ページ数や種類が多く、資料説明のみに終始している場面が多くみられます。
　１人の職員が複数のプロジェクトチームメンバーとなっていることがあり、各種会議に拘束され
ることがあります。

⑤取組の概要

①庁議及び政策調整会議への提案資料の標準化
②効率的な会議開催の実践（会議の目的と終了時間の明示、会議進行のルール化など）
③分かりやすい会議資料の作成の啓発（ワンペーパー化、専門用語を使わないなど）
④プロジェクトチームの有効性の確認と既存チームの整理

⑥期待する効果（取
組後の姿）

成果を出すための会議運営を全職員が実践している状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（８）年齢・性別に捉われず、誰もが参加しやすい地域

①取組名称 会議の効率化

②担当部署 企画政策課

③現状

　原則毎週火曜日に庁議及び政策調整会議を開催し、政策等に関する庁内での意思決定を
行っています。
　事業実施に当たっては、担当課での取組のほか、プロジェクトチームなどが積極的に活用さ
れています。関係者間の連絡・連携のため、会議や打ち合わせは非常に重要なものであり、
会議の開催頻度が高くなっています。

庁議・政策調整会

議資料の標準化 

効率的な会議の実践、分かりやすい会議資料の作成、プロジェクトチームの確認と整理 
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：％）

計画値 38.0 40.0 43.0 45.0

実績値

単年度

累計

①取組名称 事務処理の標準化

②担当部署 総務課、財務課、会計課

③現状

　文書管理システム、例規検索システム、財務会計システムの更新や適正運用により、事務処
理の効率化を図っています。
　事務事業を遂行する上で全職員が身に付ける必要がある事務処理について、各課の総括
主査や庶務担当者が処理をするといった、一部の職員に偏っている場合があります。

④改善するべき課題
　システム構築のほか、事務処理手順や事務対応スケジュールを提示するなどして、事務の標
準化を図っていますが、不適切な事務処理や単純ミスが散見されます。正確かつ迅速な事務
処理を行うため、全職員の基礎的能力を高めることが不可欠です。

⑤取組の概要

①事務処理に関する総合的な職員研修の実施（議会事務、法規事務、契約事務、会計事務
など）
②各種事務処理手順等の適時見直し
③特に事務処理を不得手とする職員への個別指導の実施

⑥期待する効果（取
組後の姿）

職員の基礎的能力が高まり、事務処理の効率化と改善行動を率先して行っている状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（８）年齢・性別に捉われず、誰もが参加しやすい地域

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 滝沢市の行政サービスは良いと感じている人の割合

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）

各種事務処理手順等をもとにした自己学習支援 

各種事務処理手順等の適時見直し 
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：回）

計画値 114 116 118 120

実績値

単年度

累計

①取組名称 地域清掃の推進

②担当部署 環境課

③現状
　春の清掃月間、秋の清掃週間における活動は、市民の自発的な活動として定着してきてお
り、市もゴミ袋の配布とゴミの回収を行い支援しています。

④改善するべき課題
　将来的には、清掃に必要な物資を地域住民で負担して用意し、自発的な清掃活動を行うよ
うな形が望ましいと考えます。

⑤取組の概要

①春の清掃月間、秋の清掃週間の周知
②ゴミ袋の購入及び回収業者の決定
③衛生指導員を通じゴミ袋を配布
④回収報告の受付及び業者への回収依頼

⑥期待する効果（取
組後の姿）

活動の継続により、市民の環境意識を高め良好な環境づくりに寄与している状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（１）岩手山を背景とした景観を守り、恵まれた自然と調和した地域

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 地域清掃の実施回数

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）

地域清掃の周知・必要物資の提供・ごみの回収委託 
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

地域活動の支援策の周
知

地域活動の支援策の推
進（地域づくり懇談会と
通して推進）

地域活動の支援策の定
着（地域づくり懇談会が
事業を実施）

地域活動の支援策の見
直し及び地域別計画の
中間見直し

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：件）

計画値 6 8 9 10

実績値

単年度

累計

①取組名称 コミュニテイ活動への支援

②担当部署 地域づくり推進課

③現状

　平成２６年４月１日に滝沢市自治基本条例が施行され、地域づくりを進めるための役割分担
やルールが明らかになりました。
　第１次滝沢市総合計画基本計画の一部を構成するものとして、市内１１の地域で「地域別計
画」が策定されました。これは、市民自らの行動による地域づくりの根幹となるもので、地域づく
り懇談会が中心となって取りまとめた計画です。

④改善するべき課題
　自治会や地域まちづくり推進委員会が中心となって地域づくりを進めてきていますが、より多
くの市民が参加し、「住民自治日本一」をめざす行動を起こすため、市民同士が関わり合うた
めの基盤づくりが必要となっています。

⑤取組の概要

①（仮称）コミュニティ条例の策定
②地域別計画の周知と推進のための支援
③自治基本条例と第１次滝沢市総合計画基本構想に基づく新しい地域コミュニティの仕組み
づくり

⑥期待する効果（取
組後の姿）

地域別計画（第１次滝沢市総合計画）の認知度が上がり、個人や地域での活動が実践されて
いる状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（２）みんなで考え、話し合い、共に行動し、絆で結ばれた地域

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 地域からの事業提案数

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

・主要方針の決定
・地域力向上に向けた取
組の調査・検討
・地域資源の洗い出し及
び地域ごとの地域資産
形成の方向性検討

・地域の課題検証
・地域資産形成の手法
検討

・課題解決手法講座の
開催
・情報発信基盤の形成
・地域資産の育成に向け
た対話

・課題解決手法講座の
開催
・情報発信基盤の形成
・地域資産の育成に向け
た対話
・コーディネイト能力の開
発

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：％）

計画値 0 10 30 50

実績値

単年度

累計

①取組名称 地域づくり人材の育成

②担当部署 生涯学習文化課、地域づくり推進課

③現状

　滝沢市自治基本条例を頂点とした市民主体の地域づくりについて、市民・議会・行政が連携
し合い、総合的に取組を進めるための仕組みとして「トータルコミュニティマネジメント」を掲げ
ています。
　特に市民は、地域づくりの根源となる「地域別計画」に沿った活動を行い、また、地域づくりの
ルールである（仮称）コミュニティ条例を今後制定する予定です。

④改善するべき課題

　市民主体の地域づくりが進む一方では、それに関わるための情報がない、方法や機会が分
からないなど、参加のきっかけがない市民も多くいます。
　地域づくりの担い手として活躍している職員もいますが、一市民としてより多くの職員が活動
に関われるよう、基本的な情報や知識を蓄える必要があります。

⑤取組の概要
①地域人材の養成講座の実施
②人材と地域をつなぐための仕組みづくり
③郷土理解を深めるための生涯学習の実施

⑥期待する効果（取
組後の姿）

郷土への理解と愛着が深まり、「住民自治日本一」に向けた自主的な行動ができる人材が育っ
ている状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（２）みんなで考え、話し合い、共に行動し、絆で結ばれた地域

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 住民とのコミュニティの取組を行っている職員の割合

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

・自治会、まちづくり推進
委員会合同会議
・他自治体の先進地調
査
・地域づくり懇談会への
担当職員配置検討

地域担当職員の研修及
び活動実践

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：人）

計画値 21 24 27 30

実績値

単年度

累計

①取組名称 地域担当職員の在り方検討

②担当部署 地域づくり推進課

③現状
　現在、まちづくり協働推進職員は２１人が任命されており、１０のまちづくり推進委員会にそれ
ぞれ２～３人が配置されています。市民と推進職員がパートナーとして一緒に地域づくり活動
を行っています。

④改善するべき課題

　「より多くの職員が地域活動に参加してほしい」という市民からの声があり、滝沢市外に住む
職員にも、地域との関わりや活動の機会を提供する必要があります。
　まちづくり協働推進職員のほか、地域と行政との連絡調整役（お世話係）としての意味合い
が強い「地域担当職員」の配置要望も出ています。

⑤取組の概要
①まちづくり協働推進職員の活動成果の全庁への周知
②まちづくり協働推進職員の担い手育成
③地域担当職員の配置の検討（人材確保・育成、職務との調整、活動環境の整備など）

⑥期待する効果（取
組後の姿）

地域活動の重要性を全職員が理解し、自ら参加することで、市民との信頼関係や情報の共有
ができている状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（２）みんなで考え、話し合い、共に行動し、絆で結ばれた地域

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 （仮称）地域担当職員の配置数

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）

地域担当職員の拡充配置 
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

新男女共同参画計画の
周知

新男女共同参画計画の
定着

新男女共同参画計画の
推進

新男女共同参画計画の
中間見直し

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：％）

計画値 22.0 24.0 26.0 28.0

実績値

単年度

累計

①取組名称 女性委員等の登用の推進

②担当部署 地域づくり推進課

③現状
　本市の審議会等における女性委員の登用率は、平成２６年度基準値が２１．１％で、平成３４
年度目標値の３０％に対し、現在の達成率は約７０％です。
　各自治会の女性役員の割合も１３．９％と低い状態にあります。

④改善するべき課題

　審議会や委員会の所掌事務の性質上、女性委員の登用が難しかったり、逆に、女性委員の
方が多かったりする場合があります。また、委員総数が少なく、関係団体の役員を充て職として
いる場合があり、女性の登用が進まない要因のひとつとなっています。
　しかし、自治会や地域活動への参加者は女性の方が多いことから、参加しやすい場面や環
境をつくることで、女性が行政に関わることへの関心を高める工夫が求められます。

⑤取組の概要
①滝沢市男女共同参画計画の推進
②審議会等の担当課への啓発と連携
③女性委員が活躍しやすい環境の整備（公募委員の拡大など任命要件の見直し）

⑥期待する効果（取
組後の姿）

あらゆる分野で女性の活動の機会が増え、男女共に何らかの活躍ができていると実感できる
環境が整っている状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（８）年齢・性別に捉われず、誰もが参加しやすい地域

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 審議会等における女性委員登用率

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：％）

計画値 43.0 45.0 47.0 50.0

実績値

単年度

累計

①取組名称 生活環境基準の在り方検討①（健康福祉）

②担当部署
地域福祉課、生活福祉課、児童福祉課、高齢者支援課、地域包括支援センター、健康推進
課、保険年金課、地域づくり推進課

③現状

　第１次滝沢市総合計画前期基本計画の４年間は「幸福感を育む地域環境づくり」の基盤構
築を図る期間であり、その土台となるセーフティネットのうち、特に滝沢市の地域の実情を踏ま
え、市民の生活のために保障しなければならないとされる「最低限度の生活環境基準」を明ら
かにしていく必要があります。

④改善するべき課題

　生活環境基準のうち、健康福祉分野は、個人の健康や生活状況に直接関与するため、市民
生活の安心感に及ぼす影響が非常に大きい分野です。子どもから高齢者まで切れ目のない
見守りや様々な社会資源を結びつける体制を整備するなど、市民による自助・互助、行政によ
る共助・公助の仕組みをより明確にする必要があります。

⑤取組の概要

①地域福祉計画の策定と推進
②福祉・介護・保健・医療サービスが一体となった相談体制の強化
③福祉事務所を中心とした庁内での総合的な支援体制の整備
④地域支援者（民生委員、人権擁護委員、健康づくり支援者など）との連携強化

⑥期待する効果（取
組後の姿）

市民の健やかで安心できる生活が確保され、地域と行政が一体となった相談・支援のネット
ワークが広がっている状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（３）保健・福祉・医療が充実し、誰もが安心して元気に暮らせる地域

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 滝沢市はみんなが支えあうことで地域の課題を解決できる市だと思っている人の割合

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）

地域福祉計画

の策定 
地域福祉計画に基づく施策の推進 

評価及び計画

の見直し 

福祉・介護・保健・医療サービスが一体となった相談体制の強化、総合的な支援体制整備、 

地域支援者との連携強化 
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：％）

計画値 75.9 76.0 77.0 78.0

実績値

単年度

累計

①取組名称 生活環境基準の在り方検討②（都市基盤）

②担当部署 都市計画課、道路課、交通政策課

③現状

　第１次滝沢市総合計画前期基本計画の４年間は「幸福感を育む地域環境づくり」の基盤構
築を図る期間であり、その土台となるセーフティネットのうち、特に滝沢市の地域の実情を踏ま
え、市民の生活のために保障しなければならないとされる「最低限度の生活環境基準」を明ら
かにしていく必要があります。

④改善するべき課題
　生活環境基準のうち、都市基盤分野は、市民の快適で機能的な生活に不可欠な分野です。
しかし、市内全域を統一的に整備することは難しく、地域ごとの自然環境、住宅の立地、人口
分布などを踏まえ、市民との連携体制を構築しながら進める必要があります。

⑤取組の概要
①公園の維持管理の適正化（管理主体の明確化、統廃合の検討など）
②除排雪に係る市民との連携強化（歩道や団地内道路などの効果的な除排雪の実施）
③交通移動手段の確保に関する検討（特に交通空白地域）

⑥期待する効果（取
組後の姿）

地域と行政の適切な役割分担の下、安全で快適な生活基盤が確保され、市民が集うまちづく
りが進んでいる状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（４）地域の防災・防犯対策が充実し、誰もが快適な生活を実感し、安全・安心に暮らせる地域

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 滝沢市は住みやすい市だと感じている人の割合

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）

公園の指定管理導入の検討 

除排雪の現状分析・手法検討 

交通移動手段の確保の検討 

市民との連携体

制構築 

生活環境基準

作成 

部内ＷＧ設置・情報共有・検討作業 
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：％）

計画値 60 61 63 65

実績値

単年度

累計

①取組名称 健康づくりへの参加の推進

②担当部署 健康推進課、地域包括支援センター、保険年金課、スポーツ推進課

③現状

　平成２６年１０月に実施した「幸福と暮らしに関する市民アンケート」では、市民が幸せを実感
する上で、影響が大きいと思うことについて、「心身の健康（７９．７％）」「家族関係（５６．１％）」
「所得・収入（４１．４％）」が上位３つとなっています。特に、心身の健康について、約８割の市
民が幸福感に影響すると回答しており、健康への関心の高さの表れと言えます。

④改善するべき課題
　健康は、個人の意識に大きく左右されるものの、個人だけで取り組むことには限界がありま
す。アンケート結果からも、健康志向の高まりは明らかであり、また、他方で市民が求める「地
域づくり」や「人と人とのつながり」とを組み合わせた取組を進める必要があります。

⑤取組の概要
①自治会や地域単位で健康に関して話し合う機会の提供
②健康づくり支援者・スポーツ推進委員・介護予防にかかる支援者等の担い手の育成
③健康づくりや介護予防、スポーツを楽しむ機会の創出

⑥期待する効果（取
組後の姿）

市民も職員も一緒になって健康づくりに取り組んだ結果、自分の健康管理に関心を持ち、いき
いきと暮らしている状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（３）保健・福祉・医療が充実し、誰もが安心して元気に暮らせる地域

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 健康づくりに取り組んでいる人の割合

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）

健康づくりに関する

「宣言」と啓発及び

全市的な取組の推

進 

自治会等地域

との連携を強化

した健康づくり

各種団体等と

連携した健康づ

くりの推進 

健康づくりに関する

「宣言」に向けた関

係者・関係機関との

協議・合意形成 

健康づくり支援者・スポーツ推進委員等、健康づくりに関わる市民の増員と活動の推進 



№ 30

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

交流拠点複合施設管理
運営の検討

交流拠点複合施設開館 交流拠点複合施設運営 交流拠点複合施設活用

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：人）

計画値 0 75,000 150,000 150,000

実績値

単年度

累計

①取組名称 交流拠点複合施設の活用検討

②担当部署 地域づくり推進課、商工観光課、農林課、生涯学習文化課

③現状
　平成２８年度の開館に向け、市役所前に交流拠点複合施設の建設が進められています。多
くの市民や観光客が集まり、地域づくりや新たな交流が生まれる「場」としての期待が高まって
います。

④改善するべき課題
　滝沢市の中心拠点に位置付けられる施設であり、図書館や産直施設などの複合的な機能も
併せ持つことから、関係課及び関係機関との連携を強化し、施設の効果的な運営を行う必要
があります。

⑤取組の概要

①効果的かつ効率的な施設管理・運営方法の検討
②既存施設（現在の公民館、図書館等）の活用方法の検討
③市民に親しまれる施設運営
④市内外へのＰＲ

⑥期待する効果（取
組後の姿）

中心拠点が活性化されることで、市内での交流の機会や観光客数が増えている状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（８）年齢・性別に捉われず、誰もが参加しやすい地域

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 来館者数

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）



№ 31

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：人）

計画値 1,300 1,300 1,300 1,300

実績値

単年度

累計

①取組名称 「希望郷いわて国体」への市民協力

②担当部署 国体推進室、生涯学習文化課、地域づくり推進課

③現状

　平成２８年１０月の「希望郷いわて国体」本大会の開催に向け、県、市町村及び関係機関に
よる準備が進んでいます。本市では、女子サッカーとダンススポーツ（デモンストレーションス
ポーツ）が開催される予定です。
　本市でも平成25年9月10日に、市内の各種団体等を主な構成員とする「希望郷いわて国体
滝沢市実行委員会」が設立され、大会開催への機運の醸成を図っています。

④改善するべき課題

　国体開催を契機として、市民が運動やスポーツに親しむ機会を増やすことが求められます。
各自がスポーツをしたり、競技者を応援したりするなど、個人・地域・全市での様々な活動が国
体成功のカギとなります。
　市民の健康志向は高まっており、運動の方法・場所・設備などを含め、気軽に取り組める環
境づくりが必要です。

⑤取組の概要

①国体競技開催施設の適正管理（改修等含む）
②国体開催に向けた市民協力の体制確保
③市民総参加による健康づくりスポーツの実施
④盛岡広域での体育施設の有効活用策の検討

⑥期待する効果（取
組後の姿）

市民が一体となって国体を成功させ、スポーツまちづくりが定着している状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（２）みんなで考え、話し合い、共に行動し、絆で結ばれた地域

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 市民体育祭参加人数

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）

①国体競技開催施設の適正管理 ①陸上競技場の適正管理 

④盛岡広域での体育施設の有効活用策検討 

②国体開催に向けた市民協力体制の確保 

③市民総参加による健康づくりスポーツの実施 



№ 32

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：％）

計画値 38.0 40.0 43.0 45.0

実績値

単年度

累計

①取組名称 チャレンジする職員の育成

②担当部署 総務課

③現状

　本市では、財政効果を主眼とした従来型の行政改革のほか、ＩＳＯ認証取得、行政経営品質
向上活動、住民協働の推進など、その時代に応じた独自の仕組みづくりに挑戦すると同時
に、その仕組みを動かすための自立的な職員の育成に努めてきました。
　市制施行により地方公共団体としての体制が更に強化されたことで、市民のみならず、他団
体からも滝沢市職員への期待が増しています。

④改善するべき課題

　本市が目指す住民自治や今後の地方創生という流れの中では、これまで以上に職員のアイ
ディアやチームワークによる新しい仕組づくりが重要となります。
　定年退職者の増加による経験・知識の損失が危惧されますが、職員に求める人材像を明ら
かにし、特に若い職員の柔軟な発想力や知識の向上を図ることが必要です。

⑤取組の概要

①人材育成基本計画の見直し
②目標とする人材像に近づくための職員研修の実施
③職員自主研修及び職員提案の見直しと活用
④庁内研修の充実（企画研修・講師の招へいなど）
⑤人事評価制度の適正実施による人材育成

⑥期待する効果（取
組後の姿）

多くの職員に、市民主体の地域づくりのためのコーディネート能力と新しい業務への発想力が
バランスよく身に付いている状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（８）年齢・性別に捉われず、誰もが参加しやすい地域

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 滝沢市の行政サービスは良いと感じている人の割合

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）

滝沢市人財育成

基本計画の改定 目標とする人材像の実現のための職員研修 

人事評価制度 

の試行 
人事評価制度の本格実施 
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：％）

計画値 38.0 40.0 43.0 45.0

実績値

単年度

累計

①取組名称 コンプライアンスの向上と確立

②担当部署 総務課

③現状

　平成２７年４月に施行した滝沢市行政基本条例では、市役所（団体）と職員（個人）それぞれ
のコンプライアンスの原則について定めています。市民の負託にこたえるために、法令等に
沿った事務執行はもちろんですが、社会規範やモラルを守り、市民との信頼関係を構築するこ
とを重視するものです。

④改善するべき課題

　地方分権の推進により、基礎自治体の果たすべき役割は拡大しており、また、市民ニーズの
多様化に対応するためにも、職員能力の向上はこれまで以上に重要な課題です。本市では、
「市民主体の地域づくり」を掲げていることからも、市民との信頼関係、連携協力は最重要事項
であり、そのための基盤となるコンプライアンスの確立を図る必要があります。

⑤取組の概要
①行政手続の適正化に関する見直し
②職員規範の検討
③職員規範の全職員への周知と実践

⑥期待する効果（取
組後の姿）

公務員倫理の遵守とともに、地域の一員としての役割を果たすことで、市民との信頼関係が築
かれている状態

〔参考〕滝沢市自治基本条例第５条「めざす地域の姿」の視点

（８）年齢・性別に捉われず、誰もが参加しやすい地域

進捗評価：△（未着手）、□（一部実施）、◇（概ね計画どおり実施）、○（達成・完了）、☆（達成後も継続実施）

⑦年度計画

⑧実施状況

進捗評価

指標 滝沢市の行政サービスは良いと感じている人の割合

⑨財政効果
（千円）

⑩総括評価（最終年
度に記載）

未着手・未達成の理
由（環境の変化等）

行政手続の 

再確認の実施 規範遵守の確認 
コンプライアンス

職員規範の検討 


